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住宅ローンの借換えにおける変化の兆し 

～金利上昇リスク回避目的が増加、複数の商品比較にはFP等専門家の知見活用が有効～ 

 

住宅金融支援機構 国際・調査部 調査グループ 

 

１．はじめに 

  当機構では、住宅ローンの「利用者」(半年以内

に住宅ローンを利用して住宅を取得した方。以下同

じ。)、「利用予定者」(この先5年以内に住宅ローンを

利用して住宅を取得する予定のある方。以下同じ。)、

「借換え者」(1年以内に住宅ローンを借り換えた方。

以下同じ。)を対象としたアンケート調査を行ってい

る。調査頻度は、利用者・利用予定者に関しては半

年に一度、借換え者のみ年に一度である。借換えに

関する最新の調査は、2024年4月から2025年3月の

間に住宅ローンの借換えをされた方が対象であり、

結果は当機構のホームページで公表している（「住宅

ローン借換えの実態調査（2025年4月調査）」）。 

 借換えの調査結果について今年度は変化が見られ

た。該当調査では例年、借換え理由のアンケートを

行っているが、「金利のある世界」の本格化により変

化が生じている。単に金利を下げるためという理由

は減少傾向にあり、金利変動リスクを回避するため

という理由が増加傾向にある。 

 以下ではその背景と借換えにおける利用者の商品

選択行動の特徴について論ずる。 

２．借換え市場 

 まず、住宅ローン市場における借換えのシェアに

ついて概観する。図1と図2は、国土交通省が公表し

ている『民間住宅ローンの実態に関する調査結果報

告書』をもとに、住宅ローン全体件数・借換え件数・

借換え件数のシェアの推移、住宅ローン全体金額・

借換え金額・借換え金額のシェアの推移を示してい

る。 

図1にあるように、2023年度の住宅ローン全体の

件数に占める借換えの件数のシェアは5.6％である。 

 

 また、図2にあるように、2023年度の住宅ローン

全体の金額に占める借換え金額のシェアは4.7％で

ある。借換えの件数と金額のシェアは減少傾向にあ

るが、どちらも5％程度を維持している。 
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住宅ローン全体について見ると、件数はやや減少

傾向にあるものの、新規貸出額は一定の額を保って

いる。近年の住宅価格高騰により１件当たりの貸出

金額が増加していることが背景にある。 

 

 次に借換えを行う場合、どの金利タイプからどの

金利タイプに移る傾向があるかをみていく。 

 

図3は、機構で行っている「住宅ローン借換えの実

態調査（2025年4月調査）」において、借換え前後の

金利タイプを聞いたものである。借換え前に「変動

型」を選択していた291人のうち、借換え後に「変動

型」を再度選んだのは238人で、45人が「固定期間選

択型」を、残りの8人が「全期間固定型」を選んでい

る。借換え前に「固定期間選択型」「全期間固定型」

を選んだ者に関しても、同様に同じ金利タイプを借

換え後も選択するケースが多い。 

一方、借換え後に「変動型」を選択する割合につ

いては、借換え前の金利タイプが「変動型」の場合

は約82%(=238/291)、「固定期間選択型」の場合は約

34%(=83/246)、「全期間固定型」の場合は約

39%(=21/54)となっており、借換え市場では金利が

低いことが魅力である「変動型」の存在感は大きい。 

３．借換え理由の変化 

借換えの理由については、今年度の調査で昨年度

からの変化が見られた。 
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 図4・5・6は、「住宅ローン借換えの実態調査（2025

年4月調査）」において、借換えするに至った理由を

借換え後の金利タイプ別に聞いたものである(複数

回答)。 

 どの金利タイプに借換えた者も「今後の金利上昇

や毎月の返済額増加が不安になったから」という理

由が増えている。特筆すべきは、2025年4月の最新

の調査においては、「固定期間選択型」又は「全期間

固定型」に借り換えた者の借換え理由において、「今

後の金利上昇や毎月の返済額増加が不安になったか

ら」が「金利が低くなるから」を抜いて最大の理由

となったことである。 

 その原因として、政策金利及び各行の住宅ローン

金利の上昇に伴う不安増加が考えられる。図7は、政

策金利及び主要な銀行の「変動型」の金利について、

2024年1月からの推移を示したグラフであり、各行

の金利はそれぞれ上昇傾向にある。加えて、日本銀

行は2025年9月末現在においてさらに利上げをする

方針を掲げている。 

 

 金利の上昇傾向が続いていることで住宅ローン利

用者の抱えている不安も増加傾向にあることは、ア

ンケート調査からも読み取れる。 

 

 図8は、「住宅ローン借換えの実態調査（2025年4

月調査）」において、住宅ローンの「借換え者」に対

し『2024年3月以降の日本銀行によるマイナス金利

政策の解除、2度の利上で金利変動リスクに対する

意識が変わったか』を問うたアンケート結果である。

「かなり不安を感じるようになった」と「少し不安

を感じるようになった」を合わせた割合は、全体の

59.9%と、過半数の人々が不安を感じている。 

「借換え者」に対する調査において、これまでど

の金利タイプを選ぶ者も「金利が低くなるから」が

最大の借換え理由だった状況に変化が生じた。これ
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は、金融政策の変更に伴って借換えニーズについて

も大きな転換点に差し掛かっている可能性を表して

いる。今後も日本銀行が利上げの方針を変えない限

り、金利変動リスクを回避する目的での住宅ローン

の借換えニーズは、増加していく可能性がある。 

４．借換え者の商品選択行動 

 このように「金利のある世界」が本格化し、金利

上昇への不安が高まる中、借換え後の商品の選択は

どのように行われているのだろうか。 

 

 図9は、「住宅ローン利用者の実態調査（2025年4

月調査）」において調査した、住宅ローンの新規の「利

用者」が借入に際して比較した住宅ローンの数を示

している。実際に利用した住宅ローンしか検討して

いない者が65.6%と過半数を超えており、多くの者

が住宅・販売事業者や金融機関等から提示された1

つの商品をそのまま選択している。 

 

 さらに、その傾向は「住宅ローン借換えの実態調

査（2025年4月調査）」で調査した「借換え者」が検

討したローンの数を示した図10から分かるように、

借換えにおいても大きく変化してはいない。借換え

時に新たな借換え先（１つ）しか検討していない者

の割合は43.8%と半数近く、4つ以上の住宅ローンを

検討している人はわずか4.1%しかいない。 

金融庁が2012年11月に設置した「金融経済教育研

究会」は「生活スキルとして最低限身に着けるべき

金融リテラシー」を項目別・年齢別にまとめた「金

融リテラシーマップ」を公表している。当該マップ

は金融商品を理解して適切な選択を促すための指針

でもあり、住宅ローンについては、「自己の返済能力

等に応じた適切な住宅ローンを組むことができる」

ことが定められている。具体的には「複数の金融機

関、商品を比較し、金利タイプ、金利・諸費用、借

入限度、借入条件などが自分のニーズにあったもの

を適切に選択することができる」「各種の金利タイプ

のメリット・デメリットを理解したうえで、経済状

況と自らの返済能力（特に金利上昇時）に応じた金

利タイプの選択を行うことができる」等とされてお

り、複数の商品・金利タイプの理解と比較が、適切
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に住宅ローンを組むうえで欠かせないことが示され

ている。 

 

 借換えに当たって複数の商品を比較・検討した方

は、どのような情報を参考にしたのだろうか。 

図11は、「住宅ローン借換えの実態調査（2025年4

月調査）」から「検討したローンの数」と「最も参考

になった相談先」をクロス集計したものである。図

11が示すように、３つ以上のローンを検討した者の

多くは外部の専門家であるFP等専門家・相談カウン

ター(複数の商品を仲介している店舗)を最も参考に

なった相談先としてあげている。 

「金融リテラシーマップ」では、金融商品を選択

するにあたって、「外部の知見の適切な活用」を推奨

している。具体的には「金融商品の利用の是非を自

ら判断するうえで必要となる情報の内容と、相談し

アドバイスを求められる適切な機関等を把握し、的

確に行動できる」ことが求められている。この外部

知見の活用と、先に示した複数の商品・金利タイプ

の理解と比較は関連性がある。図11において３つ以

上の商品を比較・検討した方は、FP等の外部の専門

家の知見が参考になったと回答した割合が高い。つ

まり、複数の商品・金利タイプの理解・比較には、

外部の知見、特にFP等の中立的な専門家の知見の適

切な活用が有効であることが分かる。 

 

４．おわりに 

 今回述べたように「金利のある世界」が本格化し

た現在、金利上昇リスクへの不安から、金利変動リ

スクを回避する目的での住宅ローンの借換えニーズ

が増加していく可能性がある。 

一方で、人それぞれ適切な商品・金利タイプは異

なるが、新規の借入れ時だけではなく借換えの際に

も十分に比較・検討することができていない。複数

の商品・金利タイプの理解・比較を行うためにも、

FP等の外部の中立的な専門家の知見を活用するこ

とで、十分な知識を身に着け、その上で適切な住宅

ローンを選択することが、金融リテラシーを有する

者に求められる理想的な行動であると言える。 

なお、住宅ローンに関する中立的な専門家として

は、FPや相談カウンターのほかに、金融経済教育推

進機構(J-FLEG)が認定を進めている「J-FLEG認定

アドバイザー」(※)や一般社団法人住宅金融普及協

会に登録されている「住宅ローンアドバイザー」も

存在する。これらの中立的な専門家は、住宅ローン

選択者にとって頼りになる相談先となるであろう。 

 

※「J-FLEG認定アドバイザー」は、認定要件に金融機関などに所属

していない、金融機関などから報酬を得ていない等の基準を設けら

れている。 


